
平成19年３月29日

各　　位

(コード番号 1722 東証･大証･名証第1部)

(TEL.03-3345-1111)

　当社は、平成19年３月29日開催の取締役会において、内部統制システム構築の基本方針の一部改定を決議

しましたのでお知らせいたします。

　改定の理由は、コンプライアンスとリスク管理の一元管理により、機動的な運営を図るため「コンプライ

アンス委員会」及び「リスク管理委員会」を「経営改革委員会」（平成18年12月28日設置）に統合したため

であります。

　なお、改定後の「内部統制システム構築の基本方針」は下記のとおりであります。

基本方針内容

　当社は、経営理念および行動指針を定め、取締役、執行役員、従業員その他当社の業務に従事するすべて

の者（以下「役職員」という。）に対し、法令および定款に適合する行動はもとより、誠実で倫理的な行動

をとることを要求する。当社は、これらの誠実で倫理的な行動を通じ、健全な経営の基盤である内部環境を

醸成し、その基盤上に下記＊の内部統制システムを構築することにより、公正かつ適切な企業活動を行い、

社会的実在としてその責任を果たすものである。　＊　既に実施済みのものを含む。

１．取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号）

２．使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第１項第４号）

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第１項第２号）

①　新人研修その他の各種研修の機会を通じ、役職員に対し、経営理念および行動指針を浸透させること

　をはじめとしたコンプライアンス教育および啓蒙活動ならびに損失の危険の管理（以下「リスク管理」

　という。）に関する教育を実施し、それぞれその意識向上および定着を図る。

②　コンプライアンスおよびリスク管理に関する重要事項に関し、社長執行役員を統括責任者とし、常務

　以上の執行役員、経営戦略部長およびコンプライアンス部長をメンバーとした経営改革委員会を設置す

　る。

③　コンプライアンス部を設置し、日常のコンプライアンス活動を統括管理させ、コンプライアンス上の

　リスクマネジメントを実施させる。

④　リスク管理規程を定め、経営戦略部に各部のリスク管理を統括させ、各リスク別、各部門別の具体的

　なリスクの把握およびリスクのコントロールを図ることにより、業務の適正と効率性を確保する。

⑤　適時開示が必要と思われるリスクその他の重要情報については開示の徹底を図る。
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⑥　ヘルプライン制度規程を制定し、これに基づきコンプライアンス上疑義のある行為などが発生した場

　合の通報手段を社内外に設置し、ヘルプライン制度の公正かつ持続的な運営を図る。

⑦　監査室を設置し、コンプライアンス上のリスクの継続的な内部監査を行う。

４．取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第１項第１号）

　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関し、定款および取締役会規程、稟議規程、文書管

理規程その他の社内規則を整備し、それぞれ適切に保存し、かつ管理する。

５．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第１項第３号）

①　当社の取締役は、取締役会の構成員として当社の意思決定を行い、代表取締役および執行役員の業務

　の執行を監督する。取締役のうち数名は社外取締役とし、取締役会の意思決定の過程の公正性と、その

　決定内容の妥当性を確保する。

②　当社の業務の執行は、重要な対外的業務にあっては代表取締役が行い、対内的業務および日常の業務

　については、取締役会が選任した執行役員が実施する。

③　代表取締役および執行役員の業務については、取締役会で定める職掌に従い分担して職務の執行の効

　率化を確保するとともに、職務権限規程において職務および権限を割当て、責任を明確化する。

④　前号に定める職務分掌および規則は、取締役もしくは執行役員が変更される都度、または職務の執行

　の効率化の必要に応じて、見直しを図る。

６．当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第１項第５号）

　当社は、当社および当社の子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため、次の各号に掲

げる体制を整備する。

①　当社および当社の子会社の役職員の業務の執行が法令および定款に適合することを確保するため、な

　らびに当社および当社の子会社のリスク管理のため、子会社に対してもコンプライアンス責任者および

　リスク管理責任者、担当セクションならびに経営改革委員会の設置を求め、子会社の経営改革委員会と

　共同してミサワホームグループのリスクマネジメントを実施する。

②　ヘルプライン制度は、子会社も利用することとし、グループ全体の通報手段として活用する。

③　監査室は、グループにおける内部監査を計画的に実施し、グループの業務全般にわたる内部統制の整

　備および運用状況を検討、評価し、その改善を促す。

７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第３項第１号）

　　監査役がその職務を補助すべき使用人の増員を求めた場合は、その求めに応じて配置する。

８．７の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第３項第２号）

①　監査役の職務を補助すべき使用人の独立性を確保するため、その使用人の任命、異動、その他人事に

　かかる事項の決定は、常勤監査役の事前の同意を得る。

②　その使用人の人事考課については、常勤監査役が行うものとする。
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９．取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第３項第３号）

①　代表取締役は、取締役会において随時その職務の執行状況の報告を行う。

②　役職員は、定款または法令違反の事実、著しく不合理な業務執行、その他これらに準ずる事項を発見

　した場合は、発見後すみやかに、監査役に報告する。

③　役職員は、監査役が事業について報告を求めた場合、またはグループの業務および財産の状況を調査

　する場合は、積極的にこれに応じる。

10．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　（会社法第３６２条第４項第６号・会社法施行規則第１００条第３項第４号）

①　監査役の過半数は社外監査役とし、監査の公正を確保する。

②　監査役は、外部法律事務所と顧問契約を締結することができ、監査の実施にあたり必要と認めるとき

　は、自らの判断で、公認会計士、コンサルタントその他の外部アドバイザーを活用することができる。

以　上
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